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「国勢調査令の一部を改正する政令案及び国勢調査施行規則等の一部を改正する省令案」

に対して提出された意見と総務省の考え方 

 

番号 
該当 

箇所 
提出された意見 総務省の考え方 

命令等への 

反映の有無 

１ 省令案

別記 
様式 
第１号 

省令本則で「様式第１号」を

「様式第４号」にしているの

に新旧対照表では調査票と調

査員身分証明書を新旧対応さ

せるというのはいかがなもの

か。 

政令における条項の順番変更を踏まえ、

省令における条項の順番変更を行った結

果、新旧対照表において内容が対応しな

い形式となっています。御理解のほどよ

ろしくお願いいたします。 

なし 

全般 郵送で引き受けるなら定型サ

イズに折れるようにしてくだ

さい。大封筒を差し出す口を

探す間その大封筒を保持して

いるのは、（私は）きつく感じ

るものです。 

今回の調査方法では、郵送提出用に定型

サイズの封筒（洋形長３号：235㎜×120

㎜）を準備しております。また、紙の調

査票についても、あらかじめ、郵送提出

用の封筒に収納できるように、３つ折り

にして配布することとしております。 

なし 

全般 郵送で引き受けるなら省令レ

ベルで封筒の様式を決めてく

ださい。大臣部局名宛固定で

定められるはずです。 

調査票や国勢調査員証など調査票情報を

取り扱う業務に関連する書面について、

様式を省令事項としています。一方、郵

送回収では国勢調査員が介在しないこと

から、必ずしも封筒の様式を省令で規定

する必要がないことについて御理解のほ

どよろしくお願いいたします。 
なお、オンライン回答がなかった世帯に

調査票を配布する際には、併せて郵送回

収用の所定の封筒を配布することにして

います。 

なし 

全般 電気主任技術者試験願書等の

例にならい、調査票には個別

番号だけを振って、調査区情

報は別葉の「調査票配布簿」

に個別番号と対応づけて記録

するようにしてください。大

昔の調査員の振る舞いの噂は

トラウマになっています。 

国勢調査では、住民基本台帳の届け出に

関係なく、普段住んでいる場所で把握す

ることから、国勢調査員が、担当する地

域を巡回して調査を実施することとして

います。 
このような調査方法において、調査対象

である約５千万世帯の全てに固有の番号

を付与することは現実的ではないことか

ら、国勢調査員の担当地域ごとに世帯番

号を付与しています。つまり、異なる調

査区では同一の世帯番号を用いており、

なし 

別添 
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番号 
該当 

箇所 
提出された意見 総務省の考え方 

命令等への 

反映の有無 

都道府県や市区町村単位で調査票を整理

する際の世帯の識別には、世帯番号だけ

でなく、市区町村コードや調査区番号と

の組合せが必要になります。このため、

調査票については、調査状況の適切かつ

円滑な管理などに必要な情報として、世

帯番号だけでなく市区町村コードや調査

区番号を記入する様式としております。

御理解のほどよろしくお願いいたしま

す。 
なお、国勢調査員には、統計法（平成 19

年法律第 53号）で定められた守秘義務の

遵守など、皆様方の誤解を招かないよう

な行動について指導を徹底してまいりま

す。 
２ 全般 委託された共同住宅等の管

理・運営団体が、本人に無断

で、管理・運営の業務上持っ

ていた情報から調査票を記入

することを禁止して欲しい。 

委託管理団体が調査を行う際であって

も、改正後の国勢調査令第９条第１項各

号に定める方法による調査が原則になり

ます。 

ただし、これらの方法による調査を行う

ことができないときは、国勢調査員の場

合と同様に、委託管理団体が、一部の調

査事項について当該世帯の世帯員以外の

者に質問し、調査票に記入して調査する

ことを認めています（改正後の国勢調査

令第 12 条の３第４項で読み替えて適用

される第９条第２項）。これは、あくまで

も例外的な事務処理であり、最低限、人

口などを正確に把握するために必要なも

のです。御理解のほどよろしくお願いい

たします。 

 

なし 

３ 全般 共同住宅等の管理・運営団体

に委託されたのでは、近所の

人が調査員で不快だったとき

に戻ったようなものなので、

委託された共同住宅等の管

今回の国勢調査では、オンライン調査に

よる報告（改正後の国勢調査令第 10条第

３項第１号）又は郵便等による調査票の

提出（同項第３号）により、委託管理団

体を通さずに報告する方法が確保されて

なし 



3 

 

番号 
該当 

箇所 
提出された意見 総務省の考え方 

命令等への 

反映の有無 

理・運営団体を通さずに調査

票を出す方法が確保されるよ

うにして欲しい。 

います。 

４ 全般 民間事業者には調査票を渡し

たくないので、郵送回収の調

査票の受領等を民間事業者に

委託する場合でも、本人が希

望するときは、市区町村に直

接郵送できようにして欲し

い。 

前回調査で郵送回収を導入した際、市町

村において、従来からの調査票の審査等

の事務に加え、封筒の開封作業や郵送回

収した調査票の世帯の特定事務が追加さ

れ、調査関係事務の負担が大きく増加し

ました。 

このような中、今回から郵送回収の調査

票の受領等の事務を民間事業者に委託す

ることとする理由は、行政事務を効率化

し、市町村の事務負担の軽減及び審査事

務への注力を図るためです。 

民間事業者に委託する際には、「秘密の保

護に関する事項を定めた契約の締結その

他必要な措置を講じなければならない」

（改正後の国勢調査令第 12 条の３第３

項）と規定されており、調査実施者とし

ても適切に対応してまいります。御理解

のほどよろしくお願いいたします。 

なお、オンライン調査により、民間事業

者を経由せずに報告を行うことも可能で

す。 

なし 

５ 全般 国勢調査調査票は、氏名を書

く欄と他の調査事項の回答欄

が 1 枚になっていて、たとえ

市区町村に直接郵送した場合

でも、氏名つきの調査票が、

臨時で雇われた知人の目にも

さらされることがあり、プラ

イバシーの保護上、問題だ。

調査票から、氏名欄は切り離

せるようにし、氏名つきの調

査票は、いわゆる正規雇用、

つまり国勢調査の時期だけで

はなく常時公務員であって他

調査票に氏名記入欄を設け、切り離せな

い様式としている理由は、調査票の記入

内容が誰の回答かを確認し、調査の漏れ

や重複を防止し、記入漏れのある調査事

項があった場合の問い合わせの手掛かり

にするためです。御理解のほどよろしく

お願いいたします。 

なお、国勢調査に従事する市町村の職員

は、たとえ臨時で雇われた者がその職を

辞した後であっても、守秘義務が課せら

れます（統計法第 41条第５号）。調査実

施者としても、こうした守秘義務の遵守

など、皆様方の誤解を招かないような行

なし 
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番号 
該当 

箇所 
提出された意見 総務省の考え方 

命令等への 

反映の有無 

の業務はしない者だけが見る

ようにするべきだ。 

動について指導を徹底してまいります。 

６ 全般 国勢調査の自分の分の調査票

情報が、国勢調査以外に利用

されること（二次利用）を断

りたいとき、どこにどう申し

込めばよいのかわからないの

で、そうしたオプトアウトに

似た仕組みをわかりやすく明

記して欲しい。 

国勢調査の調査票情報は、統計法に特別

の定めがある場合を除き、統計調査の目

的以外の目的のために利用又は提供して

はならないことになっています（統計法

第 40条）。 

特別な定めの具体例としては、統計の作

成又は統計的研究を行う場合などがあり

ます（統計法第 32条及び第 33条）。 

ただし、その場合であっても、国勢調査

の調査票情報からは、氏名を削除してい

ます（改正後の国勢調査施行規則第 14

条）。 

なし 

７ 全般 国勢調査調査票で、必ず誰か

を世帯主として記入しなけれ

ばならないのは、おかしい。

例えば、二人で対等に共同で

生活していることもある。 

国勢調査では、核家族や三世代世帯など

の世帯類型ごとの集計結果を公表してい

ます。このため、世帯主（代表者）を記

入し、各世帯員との続き柄を把握するこ

とによって世帯類型を決定しています。

御理解のほどよろしくお願いいたしま

す。 

なお、シェアハウスのように、複数の単

身者が住居を共にし、独立して生計を営

む場合は、異なる世帯として扱い（改正

後の国勢調査令第２条第４項第１号）、そ

れぞれ報告していただくことになりま

す。 

なし 

８ 全般 国勢調査調査票の情報は、氏

名以外はマイクロフィルムか

電磁的記録で永年保存される

のに、リーフレットなどで、

紙の調査票は定められた期間

後に処分されることだけを PR

し、あたかも個別の調査票の

情報は、定められた期間後は

存在しなくなるかのような印

象を与えているのは、おかし

改正後の国勢調査令に事務が規定されて

いる場合を除き、御提出いただいた調査

票に勝手に何か書き加えられるような事

案が発生しないよう、調査実施者として

も指導を徹底してまいります。 

行政機関の保有する個人情報の保護に関

する法律（平成 15年法律第 58号）第 12

条第１項に御本人の個人情報の開示に関

する規定がありますが、国勢調査に係る

調査票情報に含まれる個人情報について

なし 
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番号 
該当 

箇所 
提出された意見 総務省の考え方 

命令等への 

反映の有無 

い。 

自分の調査票に、勝手に何か

書き加えられた（前回調査の

事件で実例があった）りして

いないか確認するため、提出

後の自分の調査票の開示を求

めたいとき、どこにどう申し

込めばよいかわからないの

で、そうした開示請求の仕組

みをわかりやすく明記して欲

しい。 

は同法が適用されない（統計法第 52条第

１項）ことから、たとえ御本人が提出さ

れた調査票であっても開示はいたしかね

ます。御理解のほどよろしくお願いいた

します。 

なお、電磁的記録として永年保存される

のは、氏名を削除し、集計用として保存

しているものであり、改正後の国勢調査

施行規則第 14条にも明記し、広くお示し

しているところです。 

 


